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担当部長コメント 高齢者に対する交通ルールの遵守、交通マナーの向上をなお一層推進する必要がある。H19 H20 H21 H22

Ａ

Ａ

交通安全啓発事業

(7,539)

交通安全団体支援事業

(2,867)

交通安全施設整備事業

(3,466)

交通傷害保険事務

交通安全施設整備事業 10,295

6 B 交通安全施設維持管理事業 1,115

(6,289)

交通安全施設維持管理事業

5

(2,635)
Ｂ

警察要望書提出事務 0B Ａ

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

（平成17年度事業）

H１７

38,963

B
交通安全用品設置事業

市交通安全対策協議会補助金

都市交通安全対策協議会事務

県交通安全母の会負担金

市交通安全母の会負担金

備前交通安全協会助成金

細事業一覧表

交通安全啓発事務

交通安全運動実施事業

交通安全教室開催事業

2 B

C

3

4

C
交通安全施設整備事務

(2,330)

交通傷害保険事務

大項目（基本目標）
(高 ～ 低)

施策を構成する事務事業名

（　）はその人件費（単位：千円）

1

事務事業
評価結果

Ａ ～ Ｅ

担当課長評価

242

コード

安全で安心して暮らせるまちづくり

担当課

電話

市民課

６４－１８７６01-04-01

安全で快適に暮らせるまちづくり

施策展開

直接事業費（単位：千円）

17年度
事業費

施　策　名
（小項目）

施策の体系

交通安全

危険箇所の交通安全施設の整備

交通安全意識の高揚

交通安全教育の推進

広報啓発活動の充実

道路通行者の交通事故防止

中項目（基本施策）

達成率

1

目標

実績

達成率

交通（人身）事故発生件数

参
考
3

市民による事故（第１当事者）
率

高齢者の被害件数

要望に対する対応率

参
考
1

参
考
2

104.4

79.80

評価

3
判断理由

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

交通安全団体以外に、地域･学校との連携強化及
び、高齢者への交通安全教育の工夫が必要。

事故発生件数、高齢者の被害件数は、人口割
合として類似団体との比較(ベンチマーク)が
必要

⑤が下の表と一致していない(訂正)

同左3

項　目

Ｃ

2市民による事故（第１当事者）率

3

事故件数が多いか少ないか判断できな
い

230 200
H17

Ｂ
Ｂ

Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ｃ

施策に対する
成果指標名 H28

評価年度

H23

目標値単
位

考えられる施策成果指標名

同左

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

判断理由

33
事故発生件数の減少

評価

順位

3

この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）

実施主体

公安委員会

新規に必要な事業・連携が必要な事業 その説明

二次評価

250.0

実績

60.0
64.0

目標

261.0

100.0
106.7

75.0

106.4

目標

達成率

目標

実績

達成率

実績

98.0
98.0

100 100

要望に対する対応率

支援内容、交通傷害保険事務の見直しが必
要

交通（人身）事故発生件数

高齢者の被害件数

ベンチ

マーク
指標の説明

２　事業構成の適当性

３　施策の有効性
有効性の判断は困難であるが、継続して実
施する必要がある。

１　目的達成度

一次評価

市民による事故（第
１当事者）件数（１
万人当たり換算）

50

交通（人身）事
故発生件数の削
減

50

対応件数／要望
件数

高齢者（65歳以
上）の被害者数
削減

859

212

70 60

1
4

信号等の規制に関する施設整備

75
390

330
155

145
19

優
先
順
位

（Ａ～Ｃ）

0
交通安全施設の整備

交通事故件数は減少しているものの、交通事故死傷者における高齢者の割合が約半数を占めており、高
齢者の交通事故死傷者を減少させる必要がある。幅広い市民に交通安全教育を推進し、交通ルールの遵
守，交通マナーの向上をさせるとともに、交通安全意識の高揚を図る必要がある。

意図・推進内容のキーワード

交通安全意識の高揚

現況と課題

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

交通事故防止

交通安全施設整備

交通安全運動啓発活動 3

施策の対象と目的

(誰のために、何の
ために)

市民ニーズ

(反応、問合せ等)

市民意識
調査結果

施策名 調査年度 H18
重要だと思っている市民の割合
満足している市民の割合

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標の検討・設定（基本目標・基本施策・施策意図から検討する）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業


